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1. 序論 

 
高温ガス炉は、燃料に二酸化ウラン等の燃料核をセラミックス材により被覆した被覆燃

料粒子、冷却材にヘリウム、減速材や原子炉内の主な構造材に黒鉛を用いた原子炉であり、

優れた安全性を有している。日本原子力研究開発機構（原子力機構）では、これらの安全性

を実証することを目的として、高温工学試験研究炉（High Temperature engineering Test 
Reactor：HTTR）1) を用いてこれまで様々な安全性実証試験を実施しており、その 1 つと

して、平成 24 年度に原子炉出力 30％（9MW）からの強制循環喪失試験を実施した。本試

験では、1 次ヘリウム循環機 3 台を停止して強制循環機能を全喪失させるとともに制御棒を

挿入しない状態における原子炉の挙動を確認した。試験開始後、大きな負のフィードバック

により直ちに出力はゼロまで低下するが、その後、Xe-135 核種の崩壊及び炉内の温度低下

により全反応度は正に転換し、試験開始 8 時間後に再臨界が発生する。このように、核・熱

流動の挙動が再臨界発生時刻に大きく影響するため、この発生時刻は核・熱流動評価手法の

検証に重要なデータとなっている。さらに、実用高温ガス炉において、減圧事故発生時の再

臨界時刻は、敷地外公衆被ばく線量に影響を与えるという点から重要な要素と考えられて

いる 2)。 
安全評価に使用する崩壊熱評価に関しては、これまでShureの式 3)、米国原子力学会（ANS）

標準式 4)及び ORIGEN コード 5)等を使用しており、これまで十分な検討がなされている 6)。

一方で、近年、高温ガス炉の確率論的安全評価手法の確立に向けて不確実さ評価の重要性が

高まっているため、原子力機構では、高温ガス炉で再臨界が想定される代表的な事象である

「減圧事故に制御棒挿入失敗が重畳した事象」を対象とした不確実さ評価手法の確立を目指

している。対象とした事象の被ばく評価に影響を及ぼす重要因子の 1 つとして崩壊熱が挙

げられる。重要因子の不確実さ分布設定には中央値が必要となることから、HTTR を用い

た崩壊熱測定を行い、崩壊熱の不確実さ分布を検討する予定である。 
これまでブロック型高温ガス炉を対象とした崩壊熱の試験データがなかったため、米国

及び日本において崩壊熱データの取得及び本試験データを用いた崩壊熱最適評価手法の適

用性の確認に向けた研究が開始された。米国においては、アイダホ国立研究所の照射試験炉

での高温ガス炉燃料照射試験計画（AGR-1）から得られた核分裂生成物（FP）の組成デー

タ 7)を用いた国際ベンチマークが計画されている。この計画では、AGR-1 のデータを用い

ることで詳細な高温ガス炉の核種の生成・消滅の評価手法及び崩壊熱評価手法の検証を実

施し、解析コードまたは評価式が持つ不確かさを定量化する予定である。しかし、AGR-1 は

燃料の照射試験であり実際の炉心を模擬した体系ではないため、実炉の複雑さにより生じ

る不確かさ（運転履歴、制御棒位置、炉内の濃縮度、中性子の漏えい等）を評価することが

できない。このため、HTTR を利用して実炉体系の崩壊熱データを取得する研究を行うこ

ととした。 
HTTR の崩壊熱を求めるためには、原子炉の除熱量から残留熱量（黒鉛構造物等に蓄積
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した熱量）を差し引くことで崩壊熱を評価する必要がある。しかし、HTTR は黒鉛減速材

の熱容量が大きく、残留熱の影響が長時間に及ぶことから、まず始めに残留熱を評価する

必要があった。そこで、長期間停止し、崩壊熱が無視できる理想的な条件にある HTTR を

利用して、平成 29 年 2 月に非核加熱条件での原子炉の残留熱除熱特性データを取得した。 
HTTR の残留熱除熱特性の解析には、これまで HTTR のデータを用いて検証を進めてき

たシステム解析コード RELAP5-3D を選定した 8)-12)。従来の RELAP5-3D コード（または、

RELAP5/MOD313)）の原子炉モデルは燃料と減速材を均質にしたリングモデルを使用して

いたが、本解析においては、「減圧事故に制御棒挿入失敗が重畳した事象」を評価するため

に、異なるタイムスケールを持つ燃料と減速材の核的なフィードバックを高精度で評価で

きるモデルに改良を行った 2)。 
本報告書では、非核加熱条件での HTTR の残留熱除熱特性データを用いて、改良したモ

デルの検証を行った結果について報告する。 
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2. HTTR の概要 

 
HTTR は燃料に被覆燃料粒子、減速材に黒鉛、冷却材にヘリウムガスを使用する定格熱

出力 30MW、原子炉入口冷却材温度 395°C の高温ガス炉である。以下に原子炉、炉心及び

原子炉冷却施設の概要を示す 1)。 
 

2.1 原子炉及び炉心 

 

原子炉本体の構造断面図を Fig.2.1 に示す。原子炉本体は、原子炉圧力容器、燃料体、反

射体、炉内構造物、制御棒等から構成される。Fig.2.2 で示すように、炉心は燃料カラム 30
カラムと制御棒案内カラム 7 カラムにより構成され、その外周を可動反射体 15 カラム、制

御棒案内カラム 9 カラム及び大型の固定反射体ブロックにより囲まれている。燃料体は、

ピン・イン・ブロック型であり、被覆燃料粒子を黒鉛粉末に分散して焼結した燃料コンパク

トを黒鉛スリーブに収めた燃料棒を燃料ブロックの中の燃料棒挿入孔に挿入したものであ

る。 
炉内構造物は、炉心を支持するための炉心支持黒鉛構造物、炉心支持鋼構造物及び遮へい

体等から構成される。炉心支持黒鉛構造物は、固定反射体ブロック、高温プレナムブロック、

サポートポスト、炉床部断熱層等から構成される。炉床部断熱層は、高温プレナムの下部に

あって、プレナム下部ブロック、炭素ブロック及び下端ブロックの積層構成である。また、

炉床部断熱層には 1 次ヘリウム配管への冷却材出口孔を設けており、二重管の内管の開口

端と接続されている。炉心鋼構造物は炉床部断熱層の下部に設ける炉心支持板、炉心支持格

子、炉心支持黒鉛構造物の側部に設ける炉心拘束機構等から構成される。炉心拘束機構の概

要を Fig.2.3 に示す。炉心拘束機構は、側部遮へい体の外面に設置するバンド支え、拘束バ

ンド、レストレイントリング等の鋼構造物から構成され、原子炉圧力容器の内側に設置する

ことで固定反射体を周方向に拘束するとともに、水平方向変位に対して炉心を拘束する。ま

た、炉心側部の鋼構造物の冷却及び炉心の上部で各燃料体カラムへの流量配分を適正化す

るための 1 次冷却材流路を形成する。遮へい体は、上部可動反射体ブロックの上に配置し

た上部遮へい体ブロック、固定反射体ブロックの外側に配置した側部遮へい体ブロックか

ら構成する。 
 

2.2 原子炉冷却系統施設 

 

原子炉冷却系統施設の概略系統図を Fig.2.4 に示す。HTTR の原子炉冷却系統施設は、通

常運転時に原子炉を冷却する主冷却設備、原子炉停止後に原子炉を冷却する助冷却設備、原

子炉圧力容器の周囲に設置した水冷管により 1 次遮へい体を冷却するとともに補助冷却設

備による炉心の冷却が期待できない減圧事故時に原子炉の残留熱を除去する炉容器冷却設

JAEA-Technology 2017-013

- 3 -



JAEA-Technology 2017-013 

- 4 - 

備で構成される。 
HTTR の主冷却設備は、1 次冷却設備として中間熱交換器（IHX：Intermediate Heat 

Exchanger）と 1 次加圧水冷却器（PPWC：Primary Pressurized Water Cooler）の 2 種類

の熱交換器を並列に配置しており、IHX の 2 次側に 2 次冷却設備として 2 次加圧水冷却器

（SPWC：Secondary Pressurized Water Cooler）を配置している。通常運転時、原子炉内

で発生した熱はこれらの熱交換器を経由して最終的に加圧水冷却設備に配置されている加

圧水空気冷却器（ACL：Air-cooler)より大気へ放散する。 
補助冷却設備は、1 次冷却設備、2 次ヘリウム冷却設備及び加圧水冷却設備の冷却能力喪

失等の運転時の異常な過渡変化に伴う原子炉スクラム時及び事故時等において、強制循環

による炉心の冷却が可能な場合に、炉心からの核分裂生成物の崩壊熱及び他の残留熱を除

去するためのものである。通常時には、補助冷却設備起動時の急激な温度上昇と熱衝撃を緩

和するため、少量の 1 次冷却材を原子炉から補助冷却器に導く。過渡変化に伴う原子炉ス

クラム時及び事故時には、補助冷却設備起動信号により、補助ヘリウム循環機、補助冷却水

空気冷却器のファン等が起動し、原子炉を冷却する。 
炉容器冷却設備は、強制循環による炉心の冷却が期待できない減圧事故及び 1 次冷却設

備の二重管内管破損事故時等に、原子炉圧力容器、炉内構造物、炉心構成要素等の健全性を

維持し、燃料に過大な損傷を生じさせないように、炉心からの核分裂生成物の崩壊熱及び他

の残留熱を除去するために設けるものであり、水冷管パネル、循環ポンプ等から構成する。

炉容器冷却設備は、原子炉の通常運転時において、原子炉圧力容器を取り囲む 1 次遮へい

体のコンクリートを冷却するために稼動しており、事故が発生した場合には継続して運転

する。 
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Fig.2.1 Cross section of core structure 

 
 

 
  

Fig.2.2 Cross section of fuel block structure  
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Fig.2.3 Core restraint mechanism 
 
 
 

 

Fig.2.4 Outline of HTTR main cooling system 
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3. HTTR の除熱データを用いた崩壊熱最適評価手法の適用性確認 

 
従来高温ガス炉の崩壊熱評価に用いている Shure の式、米国原子力学会（ANS）標準式

及び ORIGEN コードの適用性確認（以後、「崩壊熱最適評価手法の適用性確認」と記載す

る。）について、HTTR の除熱データ及び残留熱データを用いて以下の 2 つのステップに分

けて実施する。 

 

ステップ 1 残留熱除熱特性評価モデルの検証 

 

最初のステップとして、Fig.3.1 に示すように原子炉の除熱量は残留熱と崩壊熱から構成

されることから、まず、原子炉の残留熱除熱特性データを取得し、データを用いて残留熱除

熱特性評価モデルの検証を行う。残留熱除熱特性データの取得に関しては、原子炉の長期間

の停止により崩壊熱がほとんど無い理想的な条件を利用してデータを取得する。残留熱除

熱特性評価モデルの検証に関しては、取得した残留熱除熱特性データを用いて、5 章に示す

残留熱除熱特性評価モデルを用いて検証を行う。検証した残留熱除熱特性評価モデルはス

テップ 2 の崩壊熱最適評価手法の適用性確認に利用する。 
 

ステップ 2 崩壊熱最適評価手法の適用性確認  

 

ステップ 2 の概要を Fig.3.2 に示す。ステップ 1 において検証した原子炉の残留熱除熱特

性モデルに崩壊熱最適評価手法により求めた崩壊熱量を追加し、原子炉の除熱量を評価す

る（計算値）。また、原子炉熱出力 9MW の核加熱を伴う試験データから原子炉の除熱量を

算出する（測定値）。原子炉除熱量の計算値と測定値を比較し、その差を崩壊熱最適評価手

法に起因する誤差とする。なお、測定誤差の評価に関しても誤算伝搬を考慮して評価する。 
 
本報告書では、ステップ 1 について実施した試験及び検証結果について述べ、ステップ 2

については今後実施する計画である。 
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Fig.3.1 Residual heat and decay heat 
 
 
 

 
Fig.3.2 Example of applicability confirmation of decay heat evaluation method 
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4. 崩壊熱最適評価の適用性確認試験 

 
4.1 試験概要 

 

崩壊熱最適評価の適用性確認試験を行うために、原子炉の長期間の停止により崩壊熱が

ほとんど無い理想的な条件を利用して原子炉の残留熱除熱特性データを取得した。なお、3
章で述べたステップ 2 の核加熱時の原子炉入口冷却材温度は約 180°C であるため、今回の

試験ではステップ 2 の条件に近づけるため、1 次ヘリウム循環機 3 台の抵抗加熱により上げ

られる温度 150°C を初期条件とした。 
 
試験の概要を Fig.4.1 に示す。原子炉の残留熱除熱特性データは以下の方法での取得を試

みた。 
(1) 制御棒を挿入した状態で単独運転モードにより、冷却設備を起動する。 
(2) 1 次ヘリウム循環機 3 台の抵抗加熱により冷却系及び炉心部を加熱する。 
(3) 1 次ヘリウム循環機の加熱により、原子炉入口冷却材温度約 150°C、1 次系圧力約

2.4MPa に保持する。 
(4) 1 次ヘリウム循環機 3 台を停止させた後、速やかに補助ヘリウム循環機を起動させ、補

助冷却設備のヘリウムガス温度及び流量データを取得して原子炉の残留熱除熱特性デ

ータを評価する。 
 
しかし、1 次ヘリウム循環機 1 台が設備トラブルの発生により停止したため、原子炉冷却

材入口温度 100°C 及び 1 次系圧力 1.06MPa に変更し試験を実施した。 
 
4.2 試験データ 

 

原子炉の残留熱を評価するために必要となる補助冷却設備の温度、流量、圧力のデータ

を Fig.4.2 に示す。ヘリウムガス温度の挙動及び構造材温度の挙動を Fig.4.3 及び Fig.4.4
に示す。これらのデータから、2 年前の非核加熱試験結果 14)と同様に、原子炉側部流路に

おいて温度変化の時間遅れが生じていること、炉心の出入口温度の時間遅れに大きな違い

は見られないことが確認できた。このため残留熱除熱特性を精度よく評価するためには、

原子炉側部の熱伝達モデルが重要な因子であることが明らかになった。 
2 年前の非核加熱試験では、原子炉側部の熱伝達モデルを改良することにより、温度外乱

に対する応答特性を精度良く評価できたことから 14)、今回の残留熱除熱特性の評価におい

ても改良した熱伝達モデルを使用することにした。 
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Fig.4.1 Applicability test of decay heat analysis method for HTGR (Non-nuclear 
Heating Test) 

 
Fig.4.2 Test data of AHX inlet He temperature, AHX outlet He temperature and AHX 

He flow rate, and evaluated data of Heat removal 
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Fig.4.3 Test data of He temperature 

 
Fig.4.4 Experimental data of structure temperature 
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5. システム解析コードの検証 

 
 本章では、高温ガス炉システムを対象としたシステム解析コード RELAP5-3D8)-12)を用い

て残留熱除熱特性評価モデルの検証を行った。システム解析コードや計算モデルの概要、

解析条件及び解析結果を以下に示す。 
 
5.1 システム解析コードの概要 

 

本報告書では、アイダホ国立研究所により開発された RELAP5-3D を用いて解析を行っ

た。RELAP5-3D は、軽水炉の安全解析を目的として開発されており、基礎方程式やその解

法、軽水炉の過渡挙動評価に必要な物理モデルや機器モデルを対象とした多くの検証作業

が実施されている。 
本解析コードは炉心を含む機器系統をいくつかのボリュームとそれらを連結するジャン

クションとで構成する流体回路網で表し、ヘリウム及び水の質量、運動量及びエネルギー

保存式を解き、流体の過渡熱流式状態を求める。また、炉心、熱交換器等における熱移動

については一次元の熱伝導方程式を解くことで温度分布を計算する。また、原子炉内では

燃料体から原子力圧力容器への軸方向や径方向への熱伝導及び輻射による熱移動について

も考慮する。原子炉動特性の評価には RELAP5-3D コードに組み込まれた遅発中性子 6 群

の 1 点炉動特性方程式を用いる。即発中性子寿命、実効遅発中性子割合、ドプラ係数、減

速材温度係数、スクラム反応度曲線及び出力分布は解析対象とする炉心の核計算により得

られた値を用いる。 
 
5.2 計算モデルの概要 

 

(1) ノード 

HTTR の計算モデルのノード図を Fig.5.1 に示す。ノードは、上部プレナム、炉側部流路、

固定反射体、側部遮へい体、原子炉圧力容器、炉容器冷却設備、炉心バイパス流路、シー

ル用ブロック部流路、キー結合用ブロック部流路、高温プレナム、炉床部断熱層及び炉心

支持板、炉心支持板冷却流路、下部プレナム及び炉心で構成する。 
 

(2) 原子炉モデル 

HTTR の原子炉モデルの概要を Fig.5.2 に示す。原子炉モデルは 2 種類のモデルからな 
り、側部可動反射体より内側は、C 制御棒案内ブロック、R1 燃料ブロック、R2 燃料ブロ

ック、R2 制御棒案内ブロック、R3 燃料ブロック及び可動反射体ブロックのユニットセル

モデル 15)で構成されている。側部可動反射体より外側は、径方向の熱移動を考慮するため、

固定反射対、側部遮へい体、圧力容器をそれぞれリング状にモデル化している。ユニット
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セルモデルは、ブロック毎に燃料コンパクト、ヘリウムギャップ、黒鉛スリーブ、冷却材

流路、黒鉛ブロックで構成されるチャンネルモデルである。なお、被覆燃料粒子を含む燃

料コンパクトは 1 つの均質領域としてモデル化している。 
 
燃料領域及び制御棒案内ブロックのユニットセルモデルは以下のようにモデル化してい

る。 
・各ユニットセルの軸方向の高さは実機の形状に従い、軸方向に等間隔で 15 分割とし、

そのうち燃料領域は 1 燃料体を 2 分割として 10 分割とする。 
・黒鉛ブロック領域の体積が保存されるようにユニットセルモデルの黒鉛領域の直径を

決める。 
・熱移動については、軸方向の熱伝導、構造材間の径方向の輻射、構造材と冷却材間の

熱伝達を考慮する。 
・燃料コンパクト、ヘリウムギャップ及び黒鉛スリーブ間の距離は実際の HTTR の設計

データを用いており、熱移動距離が保存されるようにモデル化する。 
 

(3) 物性値 

ヘリウムは RELAP5-3D コード内臓の物性値を使用する。黒鉛の熱伝導率には IG-110
のデータベース 16)を、体積熱容量には IG-110 のカタログ値に各黒鉛ブロック中の冷却材流

路空間等の空隙率を考慮した値を、輻射率には HTTR の安全審査において使用されたデー

タを用いる。なお、黒鉛熱伝導率の計算には照射効果を考慮しており、照射温度には定常

計算での黒鉛ブロック温度を使用する。燃料コンパクトの熱伝導率には HTTR の安全審査

において使用されたデータを用いる。原子炉圧力容器などの金属材料の熱伝導率及び体積

熱容量には HTTR 安全審査において使用されたデータ 6)を用いる。 
   
5.3 計算条件 

 

計算の境界条件の概要を Fig.5.3 に示す。計算の境界条件には、補助冷却器出口ヘリウム

温度、補助冷却器ヘリウム流量、補助冷却器出口ヘリウム圧力及び原子炉圧力容器胴内壁

温度の試験データを使用する。なお、原子炉圧力容器胴内温度の軸方向温度分布は大きな

変化がないため、代表点の試験データを用いる。原子炉の除熱量の評価は、補助冷却器入

口ヘリウム温度に RELAP5-3D コードを用いた計算結果、補助冷却器出口ヘリウム温度の

試験データ及び補助冷却器ヘリウム流量に試験データを用いて算出する。 
 
5.4 計算結果 

 

補助冷却器入口ヘリウム温度の試験データと解析結果の比較を Fig.5.4 に示す。補助冷却
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器の起動に伴い補助冷却器入口ヘリウム温度は時間遅れを伴いながら徐々に補助冷却器出

口温度に近接する。補助冷却器入口のヘリウム温度の解析結果は、最大 3°C 程度の差で試

験データと一致した。また、原子炉の残留熱除熱量の解析結果は、約 5%程度の差で試験デ

ータと一致した。以上の結果から、除熱特性（除熱速度）はほぼ試験データと一致しており、

原子炉の残留熱除熱特性評価モデルが妥当であることが明らかになった。 
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Fig.5.1 Node diagram for the RELAP5-3D model of HTTR  
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Fig.5.2 Outline of modeling 

 

 
Fig.5.3 Outline of calculation condition 
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Fig.5.4 Test data and analytical results of heat removal 
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6. 結論 

 
炉心部を改良した核・熱流動特性評価モデルを作成し、取得した炉心部の残留熱除熱特性

データと改良したモデルによる計算値を比較した結果、以下を明らかにした。 
 
・ 補助冷却器入口のヘリウム温度の解析結果は、最大 3°C 程度の差で試験データと一致

した。 
・ 原子炉の残留熱除熱量の解析結果は、約 5%程度の差で試験データと一致した。 
・ 除熱特性（除熱速度）は、ほぼ試験データと一致しており原子炉の残留熱除熱特性評

価モデルが妥当であることが明らかになった。 
 

以上の結果から、改良した核・熱流動特性評価モデルは、非核加熱での原子炉の残留熱除

熱特性を高精度に評価できるものと考えられる。今後は、検証した原子炉の残留熱除熱特性

モデルに崩壊熱最適評価手法により求めた崩壊熱量を追加し、原子炉の除熱量を評価する

と共に、本評価結果と核加熱を伴う試験の原子炉除熱量データを比較し、その差を崩壊熱最

適評価手法に起因する誤差として、崩壊熱最適評価手法の適用性の確認を行う予定である。 
なお、これらの結果は、「高温ガス炉の核熱流動特性に係る不確実さ評価手法」の研究を

進める上でも有用なデータとなる。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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